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中小企業の事業再生の 実際と問題点につ い て

岸本　光永 （フ ァ イナ ン シ ャ ル
・ア ナ リス ト）

1　 は じめに

　私が中小企業の事業再生 を支援して、 3年を

過ぎよ うとして いる。マ ス コ ミで話題となる事

業再生 の対象はほとん どが上場企業で ある。し

か し、中小企業は資産もなく、ビジ ネス モ デル

や 経営者の 劣化が顕在化 し、事業再生を難 しく

して い る。まず、再生あ りき の 議論は通用 しな

い 。 整理や破産の 選択肢 につ い て は、個人保証

等の 金融 シ ス テ ム の 問題 は余 りに も大き い。本

論では、現場で の 体験を基礎に、問題点を明 ら

かに し、解決の方向を述 べ る こ とにす る。

（具体的なデータは守秘義務がある の で明 らか

に出来ない こ とをお断 りして おく 。 ）

2　 企 業倒産 の 現状

　 1992年以降，企業倒産数
’ ｝はほぼ年間 15000

社〜18000 社で推移 して い る。負債金額は対象

年度の 倒産企業規模に よ っ て異なるが、中小企

業だけ対象にする と、最近の状況は毎年 8 兆円

前後とな っ て い る。倒産企業の 99 ％が中小企 業

で ある 。 日本の 法人企業企業の数は こ こ 3年間 、

約 160万台で推移 して い る こ とか ら、法人企業

の 内、毎年 1．2％前後が コ ン ス タ ン トに倒産を

して い る こ とになる。こ の数は個 人事業者を入

れ た企業数は 2002 年で約 480 万台であるが 、

個人事業者の 倒産統計が 無い の で 、実際の倒産

数は もっ と多 い 。

　最近の倒産の特徴は業歴が 30 年以上の企業

の倒産が 2003年で倒産全体の 26．3％を占め る

よ うになっ てきた 。 こ の数は毎年増加をして い

る。また、業種的に見る と、倒産企業の 三 分の

一
を建設業が 占め、続い て製造業、サ ービス業、

卸売業が続 い て い る。日本の建設業は全世界の

建設業 の 三分の 一
を占めて い る ことで明 らかに

過剰にな っ て い る。しか し、倒産数 も増加して

い るが 、起業数も増えて い る矛盾が ある 。 過剰

企業数を支えて きた過去の建設業全体の構造的

問題に な っ て い る 。

　1990 年代前期は主流で あっ た 『バブル型倒

産』は 2000 年には い る とほぼ処理 を終えて、

2000 年代は ほ ぼ 「不況型倒産 」 に な っ て い る 。

現在の 不況型は景気循環型の 不況 と異な っ て、

構造型不況であ る。ビジネスが時代に合わなく

な っ た と い う深刻なケ
ー

ス が 多い。03 年以降、

倒産企業数の減少は見 られ るも の、政府系金融

機関に支えられて い る倒産予備軍は多い。倒産

の状況 も過去の カラ ッ とした状況 で はなく、じ

め じめ した暗い 倒産が増え て い る。

り 倒産 は法律用 語で は な く．一般 に企業が事業 を中

止す る こ と を言 う。

3　 ビジネス モデルの 劣化、経営者の劣化

　　 による倒産

　最近の 倒産は販売不振と累積赤字による理 由

が約 80％を 占め て き て い る。こ の 比率 は、90

年代後半か ら段 々 と増加 して い る。前述 した業

歴 30 年以上 の老舗の 比重が増 えて い る こ とと

重ねる と、「ビジネスモデル の 劣化 」は深刻であ

る。一
つ の 例と して、シ ャ ッ タ

ー
通 りで 象徴さ

れ る商店街の崩壊はビジネス モデル の 劣化で あ

る。また、流通革命で、酒問屋、食品問屋等が

既に廃業や倒産に追い込まれた ように、卸業は

日本の 流通シ ス テ ム に不要とな っ て い る。現在

残 っ て い る薬問屋等も淘汰され る可能性が大で

ある。ビジネス モ デル の劣化が進ん で い る事実

を認識して も、何 も対応を打て ずに過ごして き
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た経営者や 商．匚会議所の 無能さも大きな問題で

ある 。

　マ ス コ ミ報道で、金融機関の 貸し渋 りが倒産

の 原因 で あ る か の よ うな言われ 方を して い る が、

中小企業の事業再生の 現場に い て、金融機関の

貸し渋 り．貸し剥がしは最後の ダメージ に な っ

たかも知れないが、倒産の 真の 原因である こ と

はあま り無い。倒産の 原因は企業の 内部的な原

因である 。同様に、商店街の空洞化 も大店舗の

進出による影響で は少なく，商店街そ の ものが

消費者の 魅力を失 っ て しまっ たこ とに真の原因

が存在して い る 。 不振企業の経営者が自分の経

営責任を認めよ うとしな い で 、行政や政治に し

が み つ こ うとして い る態度が多くの 地域で 表れ

て い る。この様な傾向とは別に、2003 年頃か ら、

若い ベ ン チ ャ
ー

企業の 倒産は減少して い る 。 こ

の こ とか ら、老舗企業の 経営者の劣化が顕在化

して い る こ とが 目立 っ て きた。特に 、無気力、

不勉強な 二 世、r 世経営者が何も出来ずに倒産

するケ
ー

ス を多く見て きた 。

込んだ場合は、金融機関別に別々 の 財務諸表を

作成して い る 。 裏帳簿を作成出来る裏ソ フ トも

販売されて い る 。

　倒産企業や不 振企業の 調査 で 、ほ と ん どの 関

係者は財務諸表の 調査か ら始める が 、こ の 様な

信頼性が足 りな い財務諸表か らは期待するよ う

な情報が得る こ とは出来な い。実資産や資金繰

表を精査し て．納得でき る財務諸表やキ ャ シ ュ

フ ロ
ー

を把握する こ とが経営内容を知る方法で

ある。中小企業の 倒産では、経営者の関係者や

債権者として の 闇社会の 人が、資産 の 持 ち去 り

等の 不法行為で実資産が変化 して い る。

　次に、中小企 業の経営は変化が激 しい こ と を

十分に知る こ とが重要で ある 。3 ヶ 月で経営状

況は
一

変する こ とも珍しくない 。 しか し、金融

機関の与信審査では、信頼出来ない財務諸表を

使い 、決算が終わ っ て財務諸表を金融機関が受

け取る の は 4〜6 ヶ 月後とな っ て い る。

　特に、ほ とん どの 銀行員は、中小企業の 経営

分析をで きる能力が欠如して い る場合が多い。

4　財務諸表は信頼出来な い

　日本企 業の財務諸表は信頼で きない と外資系

金融機関や外資系 コ ン サ ル テ ィ ング会社の 常識

にな っ て い る。特に、中小企 業の財務諸表は信

用性が低 い こ とを、現場に 入 っ て 改めて 認識を

せざるを得な い。多くの 中小企業の場合、税務

署提出用 、取引先 の 金 融機関提出用と目的別 に

財務諸表 は作 る こ とが常識にな っ て い る．手の

5　 中小企業の 事業再生は難しい

　最近 の 中小企業倒産 の 原因は前述したよ うに、

ビジネ スモデル と経営者の劣化に よ る こ とが大

部分であ る 。一
一
方、旧和議法に代わ り 2000 年 4

月 よ り施行し た民事再生法は、本来は中小企業

の 法的再生 の 法律で あるが、多くの 中小企業に

とっ て 金銭的な負担が重 く．民事再生法申請の

ハ ー ドル は非常に 高い。

件数

  年度 　 2◎01年度   年度

倒幢企業数 18，926　　 20，052 18，928

一 754　 　 　 　 992 902

民事再牛比率 3．98％　　　 4．95 4．7

負f纖 G〔｝億円）

桎1騨 偐魏額 25， 981　　 16，141 13，3io
融 6，654　　 6，321 5，557
黜 25，61％　　 39．1 41，75
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　前記の表で も、倒産企業 うち、民事再生法の

適用 申請が出来た企業は、精々 4％台で ある．

残 りの 95％以上 の企業は、速やか に清算または

破産処理が行われる 。 民事再生法の適用申請が

行わ れ て も裁判所の認可が下 りるめは．申請企

業の 三 分の
一

弱で ある の で 、実際の 民事再生法

の適用を受けて、民事再生出来る 企業は、倒産

企業の 1．5％程度 に な っ て い る 。

− − −− ．kg2．ue1．Q ］k．mcsw −sww 一

負 債 総 額 予 納 金 額 弁護 士 費 用 概 算 合 計

5 千 万 円 以 下
200 万 円 約 300 万 円 約 70Q 万 円

5 千 万 円 一1 億 円 300 万 円 約 500 万 円 約 800 万 円

1 億 円 〜10 億 円 500 万 円 約 700 万 円 約 1200 万 円

10 億 〜50 億 円 600 万 円 約 80Q 万 円 約 1400 万 円

50 億 円 〜100 億 円
70Q 万 F『〜800 万 円 約 1GOO 万 円 約 1800 万 円

10Q 億 円
〜250 億 円

900 万 円 〜1000 万 円 約 1500 万 円 約 2500 万 円

250 億 円 〜500 億 円 10QO 万 円 〜1100 万 円 約 1500 万 円 約 2500 万 円

500 憶 円
〜1000 億 円

邑200 万 円 〜130Q 万 円 約 2000 万 円 約 3200 万 円

1000 億 円 以 上 7300 万 円 以 上 約 2000 万 円以 上 約 3300 万 円 以 上

　表か らわかるよ うに、平均的に民事再生法適

用申請で 必要な経 費は 1000 万 円程度である 。

今や 、民事再生法の適用 申請をするの は上場企

業等の 大企業に集中して い る。

　 1二場企業は経営 者の 引責辞任を避け られ る こ

とか ら、産業再生法の適用 を避けて 、民事再生

法を選択する風潮が出来 上が りつ つ ある 。 中小

企業は以上 の よ うに．再生案認可 した後の 見通

しがグレ
ー

である こ とか ら、再生はますます難

しくな っ て い る。

6　 中小企業の 事業再生 の 対応

　倒産が近 い 中小企業の経営者は 日夜、資金繰

りに追われ、眠れない 日が続 く。相談出来る 人

もあま り無く、悶々 した日々 を過 ごして い るの

が実態で ある。こ の様な経験は中小企業の経営

者の 多くが経験 して い る。運 良く、業績が回復

すれ ば幸運で あるが、多くは倒産に至 っ て い る。

ほとんどの 不振企業の 経 営者は今後の方針を明

確に出せず 、 時間が過ぎて行 く場合が多い。現

実的に、こ の様な 中小企業の 経営者に相談相手

が い な い こ とが問題で ある。

　金融機関 は基本的に債権者の 立場であり、地

域の 商工会議所、商工 会は地域の 企 業経営者 の

有力者が牛耳 っ て い て ．秘密保持が難 しく、債

権者である金融機関に内通する ケース も多い。

また、商工会議所に所属 して い る、中小企業診

断士等は企業経営 の 経験が無く、倒産時の処理

で 相談に堪え られな い。日頃、弁護士 と親 しい

経営者は少な く、弁護士で も商法実務に通 じて

い る人は少な い。不振企業を破産や清算 と事業

再生 の何れ かの判断をする こ とが必要で ある が 、

こ の 判断を責任もっ て支援で き る 人 が少な い。
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一
般 的 な 不 振 企 業 の 再 生 プ ロ セ ス

方 針 決 定 の た め の 分 析

企 業 診 断

1 遇 間 〜3 週 間

方 針 決 定

胃 生 可 能

回 生 の 最 適 案 を立 案

NO

再 生 計 画 書 作 成

（事 粟 計 画 書 〕

1 ケ 月 〜3ケ 月

滑 算

再 生 計 画

　 承 認

再 生 か 清 算 か の 判 断

当 座 の 資 金 、マ ネ ジ メ ン トの 決 定

滑 算 時 の 必 要 な 資 金 手 当

…

饗

⇒黠

TUTnaround 皿 anager の 選 任

中 小 企 桑 の 場 合 は

　 経 営 者 の ア ドバ イ ザ ーの 選 任

　方針判断し、迷 っ て い る経営者を説得する こ

とは、説得する側の 人間性が重要 とな っ て い る。

清算や 破産の 処理で経営者が 最も心配する こ と

は、個人保証の 問題である。経営者個人だけで

なく、親、兄弟、親戚、知人 まで個人保証 をか

ぶ り、倒産もままな らない ことも多い。自宅等

の 不動産担保に っ い ては、経営者は意外に淡泊

で 、担保を捨て る こ とに は直 ぐに あ き らめが付

くこ とが多い。

　 「金融機関の 問題」 の と こ ろで述べ るが、悪

意の ない経営者 を、個人保証で 人格権まで縛る

よ う な 日本の 金融 シ ス テ ム は 悪習であ り、日本

経済の 不活性化の 一因で ある。一方、事業再建

の判断は、現行の企業が持 っ て い る資産で新た

な成長モ デルがイ メ
ー

ジで きるか どうかで決ま

る D

　事業再生を支援する 上で、新たな成長モ デル

が発想出来るか どうかで 、不振企業の 将来が決

まる。こ の ために、中小企業の事業再生を支援

する には、豊かな経験と ビジネス に対する深い

知識と哲学が必要 である。 こ の こ とか ら、サ ラ

リー
マ ンである金融機関 の職員や商工 会議所の

指導員では対応は極めて 難 しい 。弁護士が事業

再生 に関わるケ
ー

ス も多 くな っ て い るが、ビジ

ネスの造詣が深い 一
部の弁護士 を除い て ．再生

計画 を作成すれ ばよ い と考える弁護士は少な く

な い
。 こ の 様な弁護士が作成する事業再生計画

は
一

見 して もっ とも らしく作 られ て い る。しか

し、ビジネ ス モ デル を検討す ると、現実的で な

く机上の計画であ る こ とが多い。

7　 事業再生は資産側の判断で 決ま る

　ほ とん どの事業再生 の事例で は、バブル型倒

産が説明され、債務処理 を中心に企 業再生手法

の説明がな されて いる 。 確か に、金融機関等の

債権者か ら見れ ば債務処理 に関心がある の は当

然で あるが、企業経営か ら見る と債務か らは企

業再建は見えな い 。

　企業はまず、ど の様な ビジネス を行い 、どの

様に収益 を得るか と い うビジネス モ デル の確立

が 基本で ある D 金融機関や保険業以外の一般企

業の ビジネ ス モ デルは、先に資産側の ビジネス

モ デルで決定され る。事業再生計画書で成長モ

デル が確認され ると 、 再建フ ァ ン ドが投資を決

め る 。 こ の こ とは、ベ ン チ ャ
ー企業の投資 と同

じで ある 。

　また．成長モ デル の 確認によ っ て債権者の 対

応 も変わ り、債権処理が急速に決定 して い く こ
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とが多い。ベ ンチ ャ
ー企業と再建企業を比べ る

と、再建企業の方が情報の非対称が少なく、あ

る程度将来が読みや すい。ベ ン チ ャ
ー

キ ャ ピ タ

ル フ ァ
ーム にとっ て 事業再建の 方が リス クは少

な い e 金融 機関はベ ンチ ャ
ー

キ ャ ピタル フ ァ
ー

ムが投資した ことを確認してか ら、DIP フ ァ イ

ナ ン ス をオ フ ァ
ー

して くる こ とが
．一
般的である。

要は、企業再建で は儲か るビジネス モ デル を構

築出来る かが基本で あっ て 、ビジネス モ デル の

構想が まとまれ ば、事業再生 の 大きな山を越え

る。

8　 中小企業 に対す る企業金融 の 問題点

（1）企業金融の基本的問題

　 日本の金融機関は リス クを徹底的に回避する

こ とをビジネ ス の基本として きた 。 こ の こ とは、

行政の 強過 ぎる セ イ フ テ ィ ネ ッ トの 関係か ら 金

融機関 の ビジネス を縛 っ て きた 面が大き い 。

　融資におい て、資産価値が確実 と考えられ た

不動産担保 へ の融資を行 っ てきた 。 しかし、確

実と考え られた不動産価値が幻想に おわ り、基

本的に 過去の 金融 ビジネス の パ ラダイムは崩壊

した。

　また、融資にイ寸随 した個 人保証は非常に曖昧

な契約で あ る 。多くの 場合、根抵 当の 個人保証

とな っ て い るが、具体的な資産対価は非常に曖

昧で、モ ラルハ ラ ザードと い う名で 個人の 人権

を縛る悪習であ る と いわざる を得ない 。 現在、

債権放棄を した上場企業か ら個人保証を取 っ た

か と言えば、倒産した
“
そ ごう

”
の 経営者か ら

個人保証を取 っ た以外はあ ま り聞い た こ とはな

い。大企業か ら個人保証を取らな い で 、弱い 中

小企業だけ個人保証を取り、その行為を正 当化

す る こ とは出来な い
。

　現在、中小企業の 融資先を中心に格付け別金

利格差を導入 中で．既に 90 ％の 融資先との交渉

を終了 した と発表して い る金融機関もある と聞

い て い る。格付け に よる金利格差の導入は、リ

ター
ンと リス クか らすれ ば、倒産確率が高い企

業に対する貸出金利は 当然高くなる。常識 とし

て格付け金利の 中に倒産 コ ス トが含 まれ て い る 。

都銀は基本的に無担保である ノンリコ
ー

ス ロ
ー

ン を推進 して い る が、地銀の 多く は格付け の低

い企業に対する融資に対 して 、貸出金利を上げ

る交渉をして いながら、相変わらず担保、個人

保証 を求めて い る。

　倒産時の対応で も、金融機関による違いが出

て い る。倒産時 に，個人保証が壁にな っ て ，倒

産処理が進まな い ケ
ー

ス が多い が 、最近，都銀

や信用 金庫 は個 人保証を放棄する場合が多くな

っ て い る。しか し、地銀や信用保証 協会は個人

保証 の 放棄に難色を 示 し、問題解決がデ ッ ドロ

ッ クにな る こ とが多い 。地銀 の場合、支店長 レ

ベ ル で 問題解決が出来ず、本店の経営者レベ ル

と の 折 衝が必 要にな っ て い る。

　外部か ら就任 した再生企 業経営者 （タ
ー

ン ア

ラ ウ ン ドマ ネジ ャ
ー

） の 場合 も、整理 して も未

だ残 っ た債権 に対 して 、個人保証を要求する こ

とを当然 と考え る地銀が多い。こ の様な考え方

は、事業再生 の 妨げになるばか りか 、ビ ジネ ス

の 全体の 発展に っ なが らな い 。

（2 ）金融機関は リスクを避ける こ とが ビジネ

　　　スか

　前述 したよ うに、従来、日本の金融機関はリ

ス ク を徹底的に 避ける こ と が ビ ジネス の基本で

あっ た。しか し、保険業で は顧客の リス クを買

い取る こ とで ビジネス に して きた 。

　金利 リス クや倒産リス ク は企業毎に回避す る

こ とは難し い 。ポー
トフ ォ リオ理論で は複数の

企業の リスクを まとめて リスク分散がで きる こ

とにな っ て い る。金利 リス クマ ネジ メン トは本

来金融機関の 固有マ ネジ メ ン トで ある。また、

倒産 リス クであ る信用 リス クの 管理 は金融機関

の本来の 業務で ある 。しか し，現実の 金融ビジ

ネス で は金利 リス クも信用 リス クも ビジネスモ

デル の 中に組み込 まれて いな い 。

　格付け に よ る 金利格差を基本と した融資シ ス

テム が導入 で きれ ば 各県に 存在 して い る信用

保証協会は不要である。信用保証協会は金融機
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関の リス クか ら逃げる ため の シ ス テ ム で あ り、

本来、不必要なもの であり、信用保証業務 に使

う社会的コ ス トは無駄で ある。

　信用保証協会業務は余 り に も非常識で あ る と

い わざ る を得ない 。融資先か ら信用保証料を徴

収 しなが ら，担保や個人保証まで 必要とする シ

ステムを米国の 専門家に 説明をしたとき、彼ら

の驚き と非条理な こ とに対する 日本人の感覚を

理解で き な い との こ とで あ っ た。

　信用保証料はど の様な性格の もの で あ ろ うか。

本来、保険的な性格で あれば 倒産時に保証料

でカバーするもの で ある 。 単に 、事務手続き的

に金融機関 の リ ス ク代行機関で あれ ば直 ぐに廃

止する こ とが望 まし い。最近、倒産時の問題で

信用保証協会に 関わ る案件の 中に、闇社会と関

わるケースが多い ように感じる 。 信用保証協会

の 内部に 問題が存在 して い る よう に感 じる 。

（3 ）約束手形 の役割は終わ っ た

約束手形を廃止東京手形取引所手形交換高 （千枚、％ 、億円、△ 減少）

年　　月 枚　 　数

　 前 年 度

（同月）比

金　　額

　前 年 度

（同月）比

平成 11年度 81，853 △ 8．1 8，315，569 △ 9．8

12年度 76，190 △ 6．9 7，267，447 △ 12．6

13年度 69，672 △ 8，6 6，181，680 △ 14．9

14年度 6L663 △ ll．5 4．668，992 △ 24．5

　約束手形の交換数は、毎年減少をして い る 。

全国ベ ース では 20 年間で 三分の一．一弱に減少し

て い る。

　1982 年度　424 百万枚

　1992 年度　350百万枚

　2002 年度　 187 百万枚

　東京手形取引所の最近の実績は 、上記の 表の

よ うに毎年減少 して い る 。現在で は、電子決済

等決算の 多様化、流通革命による現金決済の増

加で 、普通の商取引で約束手形の役割は著 しく

低下して い る。こ の こ とは、不渡り手形 に よ る

企業倒産が少な くな っ て い る 理由 に な っ て い る。
一・

方、約束于形 を利用 した反社会的な行動が 目

立つ よ うにな っ て きた 。

　不法な高利の商工 ローンや消費者ロー
ン、支

払期日を不法に長くした こ との 下請け い じめ等

で ある。商工 ロ
ー

ンや消費者ロ
ー

ンには闇社会

が関 わ り、企 業倒産時 の 問題を複雑 に し、多 く

の 倒産の 関係者が闇社会から何 らかの 脅迫を受

ける こ とも少な くな い。約朿手形 は口本固有の

商習慣である こ とか ら、グロ
ーバ ル化 の 時代に

問題は多い 。既に役割を終えてお り、速や かに

ビジネス制度として廃止をする こ と が必要 で あ

る。

（4 ）金融機関 に も貸 し手責任が 存在する

倒産企業と接して み る と、何故、銀行は融資

をした の か と い う疑問を持つ こ とが多い。前述

したよ うに、日本の金融機関の 融資態度は担保

に貸すの であ っ て、企業に貸す ことではな い こ
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と を実感する。本来、金融機関で 融資する とき

最も重要な審査項 目は 「資金使途」 であるが、

金融機関 の 貸出姿勢を分析すると、資金使途 を

分析し、追跡を した形跡を見い だす こ と は 出来

ない。長期 目的の融資で あっ て も、短期融資の

っ な ぎで対応 する こ と も しば しば行われて きた。

　欧米では、融資時の資金使途と別の 目的に転

用が明 らか になれば．金融機関は回収に動くこ

と が 常識で あ り、契約不履行と して 裁判に持ち

込む。日本では、融資で 最も車要な判断項 目で

ある資金使途を い い加減 に して きた 。

　 また、温泉地旅館 の 増築に対す る融資が不良

債権化して い る ケース も多 い 。一
つ の 事例 を取

り上 げる と、1994 年 当時、A 温泉地 の 宿泊者数

が最盛期 に比 べ て 40％減にな っ て い て 、長期的

に交通の 便 、 レ ジ ャ
ー

の多様化で 減少して い る

こ とが確認されて い た 。 この 様な状況に拘わ ら

ず 、宿泊者を増加 させ ．売上増 を狙 っ て 、旅館

の 大幅な増築計画を勧め て 、融資 を行い 、不良

債権化 した ケ
ー

ス も多い 。

　融資した当時 、 地銀関連会社の経済研究所の

レボー トで は 宿泊者 の減少 と 旅館業 の 経営 が 難

しくなる こ との分析記事が記載され て い た。本

来、こ の様な場合は旅館に対 して 、融資をあき

らめ させ ．経営の 合理化を指導す べ きと こ ろ で

あっ た 。 しか し、10 年後 の 現在、不良債権化し

て 処理 も出来 な い 状況 に あ る。鬼怒川温泉 を抱

える足利銀行，箱根温泉を抱え る箱根信金等の

倒産 の例は多い。金融機関 の 融資では、い わ ゆ

る 「追い 貸 し」 の 事例 も倒産時 に顕在化して く

る．将来性が無 い 企業に対して 、何故、融資を

した の で あ ろ うか と い うケ
ー

ス が余 りにも多 い 。

　追加担保 の 問題 も、異常な商慣習である。融

資の 場合、金融機関か ら融資先 に担保の 差 し出

しを させ 、そ の 価値 の 審査は金融機関が行 っ て

い る 。融資先は価値の 決定に関与で きな い の が

普通で ある。に もかかわ らず、担保価値が減少

したとき、追加担保を金融機関が要求する こ と

は常識的な ビジネス慣習ではない 。金融機関の

担保審査は い い 加減で あ る こ と を自ら証明 して

い る もの で ある 。金融機関は有担保融資で あれ

ば、担保価値範囲内で融資額を決定する こ とが

常識で あるが、どうも常識は通用 しな い ようだ 。

（5）金融機関は基本的に事業再生は出来ない

　現在，ほとん どの 金融機関はバ ブル型不良債

権の処理はおわ り．不況型の不良債権の処理に

頭を悩まして い る 。 事業再生で最初 の 関門は不

振企業の冉生の 口∫否判断で あ る。従来、全 て の

顧客に対する責任を回避 して きた金融機関では

企業の 生死 を決 め る 判断 をす る こ とは無理であ

る こ とは容易に理解す る こ とが 出来 る。た と え、

判断が出来る機能を有した と して も、判断が出

来 る人材は現在の 金融機関 の 内部 で 探すこ とは

難 しい。また、再生 の 判断が仮に出来たとして

も、リス クが高い 再生 フ ァ ン ドを入れ ることは

金融機関の機能か らして 無理がある。過去に 再

生 フ ァ ン ドと同様な ベ ン チ ャ
ー

フ ァ ン ドにほ と

んど実績が無 い 、金融機関は ノウハ ウもな く不

可能で ある。

　金融機関の 関連会社で 事業再生 ビジネス の ア

ドバ ル
ー

ンが上 が っ て い る が 、過去 に金融機関

は ベ ンチ ャ
ー

フ ァ ン ドで も横並び で ア ドバ ル
ー

ン を上 げ、そ の 後、実績も上が らず、い つ の 間

にか何 も言わな くな っ たケ
ー

ス が多 い 。企業経

験もな く、中小企業の 知識の な い 現行の 金融機

関の 人材で は無理が ある 。

　現実に、再生企業にターン アラウン ドマ ネジ

ャ
ー

と して派遣された銀行員は企業再建を無視

して、債権回収 に 力を入れて問題 に な っ たケ
ー

ス を何回か経験 した。銀行で経験をした程度の

知識や知恵で は中小企業の 再建は難 し い。

9　 産業再生機構と産業再生委員会

　産業再生機構は発足時 の 期待 と違 い 、存在の

意義まで 問われはじめ て い る。産業再生機構が

当初イ メ
ー

ジ した案件は、バ ブル型不振企業で

あ っ た e しか し，現実的には不況型倒産が大部

分を占めるようになり、 不振企業や倒産企業の

再生 させ る か否か の 判断が先ず必要になる。金
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融機関側は 過去の し が らみで 再生か 整理 か の 判

断する こ とが出来ない 。そ の 結果、案件を産業

再生機構に持ち込むこ とに躊躇して い る。

　
一方、中小企業の 案件は各県毎に商 に会議所

を主体に産業再生委員会を設置 して対応を考え

て い る。相談数だけをカウン トして 、多い、多

い との 宣伝をして い る．前述 した ように、商工

会議所は地域の実力者が実権を牛耳 っ て い て、

どちらか と い うと実務組織よ り親睦会的な組織

に な っ て い る。経営 不振 の 中小企業経営者が相

談で きる状況ではない 。もし相談をして も、内

容が外部に漏れ，相談者に 不利な状況 に な っ て

しまう こ とも多 い。

　事業再生に関与する こ とで あれ ば、関 与す る

コ ンサル タン トは タ
ー

ン ア ラウ ン ドマ ネジ ャ
ー

の確保、再生 フ ァ ン ドの確保が出来る能力が必

要で あ る が ．こ の 様なコ ンサ ル タ ン トを産業再

生委員会で 見っ け られ る こ とはほ とん ど無い
。

事業再生は責任を持っ こ とで ある ．責任の所在

が曖昧な組織 が事業再生 に 関わ る こ とは問題の

解決 にはならない 。

　こ の 様に、現行の事業再 生の 関係する組織 は

先に レ ジーム （regime ）が あ る こ と で ス タ
ー

ト

して い る 旧来型手法である。事業再生は不振企

業や倒産企業毎に処方箋は違 う。こ の こ とか ら、

事業冉生 の手法は柔軟に対応する こ とが必要で

あり，企業の 状況を的確に判断 し、清算か再生

の 判断 をし、再生 の場合 に は タ
ー

ン ア ラ ウ ン ド

マ ネジ ャ
ー

の対象者と共同で 再生計画が 出来る

ような コ ン サルタ ン トあ る い はプ ラ ンナーの 存

在が 必要で あ る 。

10 　 中小企業の 事業再生の基本と人材

　事業再生は 日本では過去に例が無い取 り組み

で ある 。 そ の 為に、過去に存在 しない人材を必

要と して い る。

　次の 様な 二 種類の キ
ー人材を必要 と して い る。

　  再生支援 コ ンサ ル タン ト

　不振企業や倒産企業の 再 生をするか否か を判

　断 し、経営者や関係者を説得 し．再生する場

合に は再 生 計画 の作成を支援 し、清算の 場合

は経営者に有利な清算方法を支援する コ ンサ

ル タン ト

  タ
ー

ンア ラウ ン ドマ ネ ジ ャ
ー

再生企業の経営者と して，社員を再建に向け

て．リ
ーダーシ ッ プ で 引っ 張 っ て い ける 人材

　 再生支援 コ ンサ ル タン トは債権者か ら独立

して、事業そ の もの の将来性を検討 し、無理な

ときは経営者 の 立場を i’分 に考慮 して 、倒産処

理を支援する。また、再建が可能で あるときは、

タ
ー

ンア ラウン ドマ ネジ ャ
ーに な る べ き人を探

して、共同で事業再生計画書を作成する こ とが

出来る 人 材で ある。

　 タ
ー

ン ア ラ ウ ン ドマ ネジ ャ
ー

は再建企業を

引 っ 張 っ て行 く、気力、公平さを持ち合わせた

人 で 、従業員の 信頼 を得 られ る 人材である 。

　 以上 の 人材 は教育研修だけで 育成で きる も

の で は な く、個々 の職歴や人間性が どうして も

出て く る。人会社に い て 、漫然 とサ ラ リ
ー

マ ン

生活を送 っ て きた人は不 向きで ある。若い とき

か らチ ャ レンジ精神で仕事を行い 、企業の 経営

に 何 らか の 形 で 関わ っ た 人が よ い で あ ろ う、タ

ー
ン ア ラウン ドマ ネジ ャ

ー
で成功率が高 い の は、

大会社で技術関係の管理職経験者で ある こ とは

よ く言われる こ とで ある。

11 　 こ れ か らの 中小企業経営で 重要な

　　　 こ と

　経営不振の 中小企業は、ビジネスモデル の劣

化と経営 者の劣化が進んで い る こ とを前述 した。

金融機関も企業格付け に よる貸出金利格差 を明

確に 出して きた。この 後、中小企業がサ バ イバ

ル し，成長軌道に乗せ るには相当な経営努力が

必要で ある こ とは言 うまで もな い 。

　従来、中小企 業経営 で 見 られた、政治家、官

公庁、金融機関に対す る甘えを先ず排除する こ

とが必 要で あ る。経営者 自身が厳しく企業経営

に挑戦する気構えが必要である。次に，誰から

も疑われない経理内容を公開する こ とで、経営
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者は信頼が得 られよう努力をすべ きである。

　企業経営は経営者の 「意思」 ある い は 「志」

が最 も重要で ある。

　次に、企業組織 として 「mission 」と 「concept 」

がしっ か りして い る こ とが、従業員の 一体 化を

生み、企業を強 くする根元で ある。現在、経営

不振の ほ とんどの大企業は創立時の rmission」

と 「conoept 」が曖昧にな り、企業を統一
で きる

哲学を失っ て い る。企業経営は最終的に人間に

行き着く。人間が 常に挑戦で きる土壌を維持し

て い く こ とが企業で あ る こ とを特に感 じる。

13 　 おわ りに

　事業再生は正 に企業経営そ の も の で ある。大

企業に長らく安住する と、挑戦する心を失 い 、

精神的、行動的に老化 して い く。現在の 日本経

済の 状況 に似て い る。日本は現在で も、中小企

業の重要性は変わ っ て い な い。しか し、世の 中

で言われて い る こ とは 、大企業や公的機関 の ス

タ
ー

ンダー
ドで あ っ て 、中小企業の声は小 さ い。

　本文を書くに当た っ て、関係書籍を集め、必

要に応 じて 読ん で みたが 、 中小企業の 事業再生

に つ い て 記述して い る もの は少な い 。

12 　 経営者の 教育

　経営者は漫然 として い て は経営が出来なくな

っ て きた 。 中小企業の経営ほど難し い 時代にな

っ て きた。経営の プロ が必要と して い る。中小

企業では経営の プ ロ を雇う ことは不可能である

の で 、経営者及び後継者を育て る こ とが重要に

な っ て きた 。 ほとんどの 大学で の 経営学は
一
般

的過 ぎて ほ とん ど役 に立たな い 。

　教えて い る教員の実務経験が無 く、畳 の 上 の

水練で は，中小企業の 経営者を満足させ る こ と

は出来な い 。

　知識中心の 座学は今の 時代不 要である。知識

は自分で 勉強でき る の で敢え て 学校で学ぶ こ と

は無駄で あろ う。

　稲盛和夫氏が主宰して い る 「盛和塾」 を見る

と、質疑応答が中心の ギリシ ャ時代や孔子時代

の教育に 近 い 。必要な考え方や知 恵を疑問か ら

出発して、解決して い く教育で ある。米国で は

同様な こ とを、ケ
ー

ス ス タディで行 っ て い る。

　日本経営 の 沈 下も政治、官公庁、企業 の責任

としな い で 、大学人がボランテ ィ アで も中小企

業 の 経営者の 中に 入 り、経営 を指導する ような

積極性が 必要 と考える。

　社会経験の 無い学生に通用 しても、経営者に

通用しない経営学を教える こ とは社会の 無駄で

あろう。
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